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平成 30 年北海道胆振東部地震発災当時における病院職員の
災害対応の実態 －テキストマイニングによる分析－
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本研究の目的は，平成 30 年北海道胆振東部地震発災当時における病院職員の災害対応の実態を明らか
にすることである．対象は A 病院 70 部署の職員（医師，看護師，コメディカル，事務職員）に対して
2018 年 10 月に実施された自記式質問紙調査 1,239 名分のデータである．記述統計およびテキストマイニ
ング分析の結果，登院手段は徒歩が多く（42.8%），登院できなかった人の要因は公共交通機関の運休が多
かった（46.2%）．各種訓練や災害マニュアルが役に立ったかについては「どちらともいえない」が半数以
上を占めた．所属部署において課題と考えられることについては【緊急連絡網の整備・活用不足】がすべ
ての職種で共通しており，その他【事前準備の不足】【停電による診療制限】などが抽出された．患者及
び医療者にとって安全な災害対応を行なうためには，得られた教訓を活かした訓練や事前対策の実施，マ
ニュアルの整備，緊急時の連絡体制の確立が重要であると考えられた．
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Ⅰ．はじめに

平成 30 年 9 月 6 日午前 3 時 7 分，北海道において観測史
上初めての最大震度 7を記録する北海道胆振東部地震が発生
した．この地震により大規模な土砂災害や家屋倒壊が発生し
たほか，北海道全域が停電となる国内初のブラックアウトを
経験した．このブラックアウトにより道内のほぼ全域が被害
を受け，医療機関は非常電源による対応で復旧の目途も立た
ないなか人工呼吸器患者の転院やその受け入れの決断を迫ら
れるなど，多くの想定外の事態に直面した．

昨今の災害医療の在り方や地域連携の重要性の高まりな
ど，病院に求められる役割・機能の変化に対応するため，
2019 年より「病院機能評価（高度・専門機能）」の運用が開
始された．この中で「災害時の医療」が審査対象となり１），
①地域での役割を踏まえた災害時対応に関する運営理念・運
営方針の明確化，②多数傷病者発生時の院外派遣体制整備，
③多数傷病者発生時の院内受け入れ体制の整備が評価対象
となっている．評価の要素としては，災害現場等医療支援に
関する職員教育の推進やマニュアルの整備，病院の事業継続
計画（Business Continuity Plan, 以下 BCP）の整備と訓練の
実施が挙げられている２）．2016 年の熊本地震では，ライフラ
インや構造体，医療設備の被害により診療体制に不具合が生
じただけでなく，災害時に拠点となる医療施設でもインフラ
の破綻から災害マニュアルどおりの体制を整えることができ
なかったことが報告されている３）．北海道胆振東部地震にお
いてもマニュアルでは対応しきれない経験をし，ブラックア
ウトの経験をもとに多くの医療機関が BCP 策定に取り組ん
できた．

大規模災害は今後の業務を評価し改善する機会であり，災
害の事象および病院の対応能力の検証は病院の対応に従事し
たすべて者を対象とすべきである４）と言われている．北海道
胆振東部地震において医療機関が経験した被害報告は散見さ
れるが，医療機関に勤務する多職種を対象とした調査は見当
たらない．そこで本研究では，北海道胆振東部地震を経験し
た A 病院の全職員に対して実施された調査結果の分析によ
り発災当時の病院職員の実態を明らかにし，今後の事前対策
に活用するための資料とする．

用語の定義

実態：災害発生時の職員の登院状況および過去に実施され
た災害訓練と既存の災害マニュアルの役立ち度，所属部署に
おける課題のこと

Ⅱ．研究目的

平成 30 年北海道胆振東部地震発災当時における A 病院
職員の災害対応の実態を明らかにする．

Ⅲ．研究方法

１．研究デザイン

自記式質問紙による実態調査の結果データを用いた量的
研究

２．対象および調査方法

北海道の都市部に位置する災害拠点病院である A 病院 70
部署の職員 2,380 名（医師，看護師，コメディカル，事務職員）
に対して 2018 年 10 月，A 大学事務局病院課により実施さ
れた自記式質問紙調査の結果を本研究の対象とした．アン
ケートは部署毎に回収箱への投函による留め置き法で実施
された．

３．調査の内容

本研究では，1）地震発生当日に登院した人の登院手段と
所要時間，2）登院できなかった人の要因，3）院内で実施
している各種訓練は役に立ったか，4）院内の各種災害マニュ
アルは役に立ったか，5）所属部署における課題をもとに，
地震発生当時の病院職員の災害対応の実態について検討す
ることとした．1）2）5）については自由記載の内容，3）4）
については，「とても役に立った」「まあまあ役に立った」「ど
ちらともいえない」「あまり役に立たなかった」「全く役に
立たなかった」の 5 段階からそれぞれ一つのみ選択した結
果について検討した．

４．分析方法

調査内容 1）については，登院手段を種類（徒歩，自転
車など）で分類し，所要時間を 0 分～ 60 分までの 10 分間
隔と 60 分以上で分類した．調査内容 2）については内容の
共通性に留意して分類した．調査内容 3）4）については，
5段階の役立ち度について全体と職種別で割合を算出した．
調査内容 5）については，職種別で KH Coder によるテキ
ストマイニング分析を実施した．頻出語を確認し共起ネッ
トワーク分析により語と語の結びつきを確認した後，共起
ネットワークの描画をもとに複数の研究者で，関連する記
述された文章を熟読して意味内容を検討しカテゴリー名を
命名した．

５．倫理的配慮

本研究データは，A 大学事務局病院課により無記名で実
施された自記式質問紙調査の結果であり，札幌医科大学北
海道病院前・航空・災害医学講座にデータ使用の権限を移
譲されたものである．データは統計的処理を行うことで個
人を特定せず，研究結果は本研究の目的以外に使用しない
こと，公表に際しては個人情報の保護を厳守することとし，
札幌医科大学倫理審査委員会による承認を得た（承認番号
1-2-58. 承認日 令和 2 年 1 月 8 日）．
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Ⅳ．結果

70 部署 2,380 名中 ,64 部署 1,239 名の職員（医師 254 名，
看護師 753 名，コメディカル 114 名，事務職員 118 名）よ
り回答が得られた（回収率 , 有効回答率ともに 52.1%）．

１．地震発生当日に登院した人の登院手段と所要時間（図1）

768 名（医師 183 名，看護師 446 名，コメディカル 70 名，
事務職員 69 名）より回答があった．登院手段について，全
体では徒歩が 42.8% と最も多く，次いで自転車 28.4%，自
家用車 20.6％の順であった．職種別では医師，看護師，コ
メディカルは徒歩が最も多く（医師 59.6%，看護師 38.6%，
コメディカル 40.0%），事務職員では自転車が最も多かった
（37.7%）．

所要時間について，全体ではいずれの時間も大きな差は
なかった．職種別では医師，看護師，事務職員においては
10 ～ 20 分が多く（医師 42.6%，看護師 28.5%，事務職員
23.2%），コメディカルでは 20 ～ 30 分，30 ～ 40 分が同じ
割合で多かった（両者とも 22.9%）．

２．登院できなかった人の要因（図2）

312 名（医師 47 名，看護師 178 名，コメディカル 38 名，
事務職員 49 名）より回答があった．全体では公共交通機関
の運休が 46.2% と最も多く，次いで休暇中 21.5%，子供・
家族のため 13.5% の順であった．職種別で多かったのは，
医師は出張・学会中（44.7%），看護師は休暇中（32.6%），
コメディカルおよび事務職員は公共交通機関の運休（コメ
ディカル 57.9%，事務職員 77.5%）であった．

３．各種訓練，院内マニュアルの役立ち度（表1）

１）院内で実施している各種訓練は役に立ったか

1,212名（医師242名，看護師741名，コメディカル114名，
事務職員 115 名）より回答があった．全体では「どちらと

もいえない」が 57.1% と最も多く，その他の割合はいずれ
も低かった．職種別でも全体と同様の傾向であった．

２）院内の各種災害マニュアルは役に立ったか

1,148名（医師222名，看護師710名，コメディカル105名，
事務職員 111 名）より回答があった．全体では「どちらと
もいえない」が 55.1% と最も多く，その他の割合はいずれ
も低かった．職種別でも全体と概ね同様の傾向であったが，
「まあまあ役に立った」と回答した割合が他の職種よりも
多かったのは看護師であり（26.8%），「あまり役に立たなかっ
た」と回答した割合が他の職種よりも多かったのは医師で
あった（22.5％）．

平成 30 年北海道胆振東部地震発災当時における病院職員の災害対応の実態 －テキストマイニングによる分析－

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１　登院した人の登院手段と所要時間

図２　登院できなかった人の要因
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表１　各種訓練・院内マニュアルの役立ち度
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表２　職種別抽出語頻出順位

  

  

図３　所属部署の課題の共起ネットワーク：医師 図５　所属部署の課題の共起ネットワーク：コメディカル

図６　所属部署の課題の共起ネットワーク：事務職員図４　所属部署の課題の共起ネットワーク：看護師
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４．所属部署において課題と考えられること（表2，図3～6）

430 名（医師 76 名，看護師 248 名，コメディカル 55 名，
事務職員 51 名）より回答があった．職種別にテキストマイ
ニング分析を実施し，共起ネットワークの描画（Jaccard 係
数0.1以上を抽出）から検討したカテゴリー名を【】で示した．

１）医師

総抽出語数は 1,274 語であり，頻出順位上位 5 件は「緊急
連絡網」「必要」「場合」「患者」「停電」であった．共起ネッ
トワークではサブグラフが 3 つ抽出され，描画から①「緊
急連絡網」「整備」，②「停電」「患者」「対応」「停止」といっ
た 2 つの関連性のある繋がりが抽出された．①では『医師
間の緊急連絡網がなかった』『PHS が使用できず，PHS 以
外の職員間の緊急連絡網が必要』，②では『停電の際に診
療が全くできなくなること』『停電時の放射線診断業務の停
止』などの記述があり，①を【緊急連絡網の整備・活用不足】，
②を【停電による診療制限】とした．

２）看護師

総抽出語数は 6,272 語であり，頻出順位上位 5 件は「患者」
「対応」「必要」「思う」「職員」であった．共起ネットワー
クではサブグラフが 6 つ抽出され，描画から①「緊急連絡
網」「電話」「出勤」，②「外来」「予約」「変更」「情報」「電
子カルテ」，③「停電」「電源」「確保」「人工呼吸器」，④「患
者」「対応」「災害」といった 4 つ関連性のある繋がりが抽
出された．①では『職員への緊急連絡網の使用方法や連絡
のつかない職員への対応などスタッフ全員が把握していな
いとダメだ』『休みでも出勤したほうが良いのか緊急連絡網
を使用してほしかった』，②では『外来予約の取り消しなど
の電話対応が多かった』『電子カルテが動かない時の患者情
報の閲覧や各種事務処理のマニュアルはあった方が良い』
『外来に非常電源がない』，③では『非常電源につなぐ際，
コードが足りなかった』『医療機器のコンセントを理解し，
いつでも対応できるように準備しておく必要がある』『災害
時の HOT（在宅酸素療法）患者の対応について業者との共
通認識がない』『停電の際の分娩時の対応』『階下への避難
方法』『停電時の紙カルテの準備がなかった』『離床センサー
や吸引が使用できない時の対応』，④では『やわらかい食事
しか食べられない人への対応が十分にできなかった』『人工
呼吸器患者の受け入れに不慣れな点もあり，7 ～ 8 人看る
ことができるのか』『一人では逃げられない患者の退避や電
源がない場での人工呼吸器の管理方法』『避難所生活も考え
られる患者を退院させたことについてどうするべきだった
のか』『心電図モニターが看護室にモニターされなくなっ
た』『院内放送を活用した方が良かった』などの記述があり，
①を【緊急連絡網の整備・活用不足】，②を【停電による診
療制限】，③を【事前準備の不足】，④を【未経験事項に対
する対応不足】とした．

３）コメディカル

総抽出語数は 785 語であり，頻出順位上位 5 件は「電源」
「対応」「使用」「出勤」「必要」であった．共起ネットワー
クではサブグラフが 4 つ抽出され，描画から①「出勤」「連
絡」「体制」「緊急連絡網」，②「対応」「緊急」「使用」といっ
た 2 つの関連性のある繋がりが抽出された．①では『緊急
連絡網が機能せず，参集の判断がわからなかった』『連絡方
法の再考』，②では『電源がない時の対応』『バッテリー交
換の徹底』『人工呼吸器を病室で使用するため，全病室の配
管・電源の一覧を作成し所有しておく必要がありそう』な
どの記述があり，①を【緊急連絡網の整備・活用不足】，②
を【事前準備の不足】とした．

４）事務職員

総抽出語数は 1,336 語であり，頻出順位上位 5 件は「対応」
「確認」「連絡」「緊急連絡網」「思う」であった．共起ネッ
トワークではサブグラフが 2 つ抽出され，描画から①「緊
急連絡網」「確認」「対応」，②「災害」「災害対策」「電源」
「確保」といった 2 つの関連性のある繋がりが抽出された．
①では『安否確認，連絡手段の検討』『緊急連絡網が電話の
みであること』，②では『ライフラインやシステムの状況な
ど院内全体に関わる内容の院内放送が少ない』『緊急時対応
のカードなど財布等に入るサイズで記載されていると何時
でも確認できると思った』などの記述があり，①を【緊急
連絡網の整備・活用不足】，②を【事前準備の不足】とした．

Ⅴ．考察

１．  地震当日に登院した人の登院手段と所要時間，登院で

きなかった人の要因

発災当時の A 病院における全職員の参集基準は「石狩地
方に震度 6 弱以上の地震が発生した場合，院内又は当院所
在地周辺に事故等が発生し，診療機能に影響が及ぶと想定
される場合，全職員が，指示がなくとも自主的に速やかに
参集する．５）」とされていた．今回の地震は全職員の参集
に該当し，登院を検討した職員も多かったと思われるが，
地震発生から 18 分後に生じたブラックアウトにより出勤準
備もままならず，公共交通機関の運行時間外であったこと，
また一般道路の信号機が機能していないといった安全が確
保されていない状況での出勤の検討を余儀なくされ，登院
が困難であったことが予測された．登院した職員のうち，
徒歩や自転車で出勤した人が 7 割を超え，公共交通機関の
運行時間外にもかかわらず 60 分以上かけて登院した職員も
おり，多くの職員が病院機能の維持のために登院したこと
がわかった．

登院できなかった人の要因を見ると，公共交通機関の運
休を理由とした人が半数近く存在した．これは発災時間や
地震の規模による影響も大きいが，通勤手段の変更や通勤
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時間の懸念による影響とも考えられる．地震被害では公共
交通機関の復旧までに時間を要することが多いため，災害
時の自宅から職場までの移動手段を日常から検討しておく
必要がある．

２．各種訓練，院内災害マニュアルの活用

A 病院では病院全体で年 1 回の災害訓練を実施してお
り，これに加え看護師は所属病棟毎の災害シミュレーショ
ンを実施している．しかし，災害訓練の参加者は事前に指
名された一部の職員に限定されるため，全職員が毎年行わ
れる訓練に参加するわけではない．また，看護師の病棟毎
の災害シミュレーションについても実施状況には差がみら
れる現状がある．

院内の災害マニュアルは，電子カルテシステムからいつ
でも取り出すことができ，印刷して保管している病棟は多
いが，災害訓練の参加あるいは災害シミュレーションの企
画など，必要に迫られなければ十分に確認したことがない
という職員は多いと考えられる．各種訓練，災害マニュア
ルは役に立ったかという質問において，「どちらともいえな
い」が多かったのは，訓練に参加していないあるいは災害
マニュアルを目にしたことのない職員が「どちらともいえ
ない」を選択した可能性が考えられる．また，分量の多い
災害マニュアルを読み込むには相当な時間を要するため，
災害マニュアルを見たことのある人でも，その内容が実際
の行動に役立つかという点において，「どちらともいえな
い」を選択した可能性があるとも考えられる．

ホスピタル MIMMS４）では，多くのスタッフは災害マ
ニュアルを読んでおらず，メモなしで自分の役割および責
任を復唱できる人もほとんどおらず，発災時にスタッフが
災害マニュアルを読んでくれるだろうと期待するのは明ら
かに非現実的であると言っている．熊本地震においても地
震発生直後にマニュアルを見る余裕がなかったことや，内
容が複雑すぎて活用するには至らなかったことが報告され
ている３）．そのため，発災時に見てすぐに行動に移すこと
のできるアクションカードを作成している施設は多く，こ
れを活用した定期的な訓練を行なっている施設もある．A
病院においても部門別のアクションカードが作成されてい
るが，十分な活用には至っていないため，それらを活用し
た訓練を充実させる必要がある．

３．所属部署における課題

１）【緊急連絡網の整備・活用不足】

所属部署における課題として全職種に共通していたの
は，【緊急連絡網の整備・活用不足】であった．A 病院では
緊急連絡網は作成されていたが，各部署の整備状況や訓練・
運用には差があることから，発災時に効果的に活用するこ
とができなかったものと考えられる．また，発災が深夜で
あったことやブラックアウトに伴い電話回線が途絶えたこ
とも要因と思われる．北海道胆振東部地震による通信被害

は，固定電話約 14 万回線，携帯電話約 6,500 基地局に及ん
だ６）．緊急連絡網が回らなかったこと，また連絡手段がな
かったことから，個人の登院可否の判断が曖昧となり，円
滑な登院や情報収集・共有に多くの支障を来した．2011 年
の東日本大震災においても発災直後よりインターネット，
携帯電話，固定電話，MCA 無線などの通信機能が停止して
いる７）．定期的な緊急連絡網の訓練機会も必要ではあるが，
災害発生時の通信手段の途絶は避けられないことも多いた
め，どのような災害の際にどのような通信障害が予測され
るのか，またその際にどの通信手段を使うのか，先を想定
した準備が必要である．現在，災害時の情報発信・共有お
よび職員の安否を確認するシステムを導入している医療機
関もあり，このようなシステムの導入は災害時に大変有用
であると考える．

２）  【事前準備の不足】【停電による診療制限】 

【未経験事項に対する対応不足】

A 病院では前述の通り災害訓練を実施しているが，今回
はブラックアウトという想定外の事態への対応を求められ
たことにより，各部署であらゆる課題が浮き彫りとなった．

災害時は平時同様の医療提供はできずとも，医療を要す
る人々に可能な限りの治療やケアを提供しなければなら
ず，そのためにはまず病院そのものが受ける被害を十分に
想定し，より少ない被害で済むような準備を行う必要があ
る８）．その準備とは，構造物の問題の改善や資機材の確保
といったハード面だけではなく，非常時の医療者の柔軟な
対応や幅広い診療・ケアを想定した技術の維持・向上といっ
た人材育成も重要となる．災害時の外部医療チームによる
支援体制の整備は進み，災害医療体制の組織化も進んでい
るが，災害発生の超急性期の医療展開には病院職員による
自助努力が必要であり，そこにいる職員によって目の前に
いる患者や周囲の職員，そして自分を守らなくてはならな
い８）．患者が安心できる継続的な診療を可能にする準備・
計画が不可欠であり，そのためには災害対策マニュアルの
実効性を高めなければならない３）．

2017 年，政府は BCP の策定を災害拠点病院指定要件の
必須条件とし９），現在では災害拠点病院以外でもその策定
が進められている．今回のブラックアウトにより，医療機
関は多大な影響を受けた．患者及び医療者にとって安全な
災害対応を行なうためには，病院が被災した場合に想定さ
れることを考慮した BCP はもちろんのこと，得られた教訓
を活かし所属部署の特性に応じた訓練や事前対策の実施，
マニュアルの整備，緊急時の連絡体制の確立が重要である．

本研究は北海道胆振東部地震の際の一施設の病院職員を
対象とした調査であるため，一般化には至らない．今後は
災害種別や被害状況に応じた多施設での調査を行うことが
必要と考える．本研究は 2018 年 10 月に A 大学事務局病院
課により実施された調査データおよび調査結果報告書に基
づき実施したものである．
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